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自衛隊法（昭和２９年法律第１６５号）第８３条の３、
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自衛隊の原子力災害派遣に関する訓令を次のように定め
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附則

第１章 総則

（趣旨）

第１条 この訓令は、原子力災害派遣に関し必要な事項

を定めるものとする。

（定義）

第２条 この訓令において、次の各号に掲げる用語の意

義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。

⑴ 法 自衛隊法をいう。

⑵ 部隊等 自衛隊の部隊又は機関をいう。

⑶ 原子力災害 原子力災害対策特別措置法（平成１

１年法律第１５６号。以下「原災法」という。）第

２条第１号に規定する原子力災害をいう。

⑷ 原子力災害派遣 法第８３条の３の規定に基づき



部隊等を支援のため派遣することをいう。

⑸ 原子力災害派遣実施部隊の長 陸上総隊司令官、

自衛艦隊司令官、地方総監又は航空総隊司令官をい

う。

⑹ 緊急事態応急対策実施区域 原災法第１５条第２

項第１号に掲げる区域（原災法第２０条第６項の規

定により当該区域が変更された場合にあつては、当

該変更後の区域）をいう。

⑺ 緊急事態応急対策 原災法第２条第５号に規定す

る緊急事態応急対策をいう。

⑻ 原子力緊急事態 原災法第２条第２号に規定する

原子力緊急事態をいう。

⑼ 派遣部隊等 法第８３条の３の規定により緊急事

態応急対策の実施を支援するため派遣を命ぜられた

部隊等をいう。

（原子力災害派遣実施部隊の長）

第３条 法第８３条の３の規定に基づき、緊急事態応急

対策実施区域における緊急事態応急対策の実施を支援



するため、原子力災害派遣を実施する部隊の長は、原

子力災害派遣実施部隊の長とする。

（防衛省防災業務計画）

第４条 原子力災害派遣に関しては、この訓令によるも

ののほか、防衛省防災業務計画（災害対策基本法（昭

和３６年法律第２２３号）第３６条第１項及び第３７

条第１項の規定に基づき、防衛大臣が防災に関してと

るべき措置を定めた計画をいう。）によるものとする。

第２章 指揮系統の特例等

（指揮系統の特例）

第５条 自衛隊の災害派遣に関する訓令（昭和５５年防

衛庁訓令第２８号）第５条第１項から第６項までの規

定については、原子力災害派遣に関して準用する。こ

の場合において、同条中「災害派遣」とあるのは、「

原子力災害派遣」と読み替えるものとする。

２ 航空総隊司令官は、原子力災害派遣に関し、特に必

要がある場合には、防衛大臣の命令により指揮系統外

の航空自衛隊（航空幕僚長の監督を受ける自衛隊地区



病院を含む。以下第７条において同じ。）の部隊等の

長を指揮することができる。

３ 原子力災害派遣に関する指揮系統の特例については、

前２項に規定するもののほか、必要に応じ、防衛大臣

が別に命じる。

（指揮系統を異にする場合）

第６条 自衛隊の災害派遣に関する訓令第７条の規定は、

原子力災害派遣の場合に準用する。この場合において、

同条中「救援活動」とあるのは「支援活動」と読み替

えるものとする。

第３章 原子力災害派遣の準備に関する措置

（原子力災害派遣計画等）

第７条 統合幕僚長は、原子力災害派遣実施部隊の長が

原子力災害派遣を命ぜられた場合において迅速かつ適

切に活動することができるように各自衛隊等（統合幕

僚監部並びに陸上自衛隊（自衛隊体育学校、自衛隊中

央病院、陸上幕僚長の監督を受ける自衛隊地区病院及

び自衛隊地方協力本部を含む。）、海上自衛隊（海上



幕僚長の監督を受ける自衛隊地区病院を含む。）及び

航空自衛隊の部隊等をいう。以下この条において同じ。

）の原子力災害派遣に関する計画の作成又は見直しを

行うものとする。

２ 前項に規定する計画の作成等に関し、統合幕僚長と

方面総監との間の調整は、陸上総隊司令官を通じて行

うものとする。

３ 原子力災害派遣実施部隊の長は、前項の規定により

作成し、又は見直された各自衛隊等の原子力災害派遣

に関する計画に基づき原子力災害派遣に関する細部計

画を整備するほか、常に原子力災害に関する情報を収

集し、原子力災害派遣に関する準備を整えておかなけ

ればならない。

４ 原子力災害派遣実施部隊の長は、前項の情報の収集

及び計画の整備等に当たっては、都道府県知事その他

関係機関と密接に連絡調整を行うものとする。

５ 陸上総隊司令官は、第３項の規定により実施する細

部計画の整備等に関し、方面総監に必要な協力を求め



ることができる。

（防災訓練等）

第８条 原子力災害派遣実施部隊の長は、即応態勢の維

持向上等を図るため、所要の訓練を行うとともに、国、

地方公共団体又は災害対策基本法第２条第５号に規定

する指定公共機関その他の公共機関の行う防災訓練等

に参加し、相互の能力の理解に努め、協同要領等に関

し訓練を行うものとする。

２ 陸上総隊司令官は、方面総監の協力を得て、前項に

規定する所要の訓練を行うとともに、防災訓練等に参

加するものとする。

（関係機関との連絡）

第９条 原子力災害派遣実施部隊の長は、原子力緊急事

態の発生が予想される場合には必要に応じ関係機関と

迅速に連絡をとることができるように措置するものと

する。

２ 原子力災害派遣実施部隊の長は、関係ある地方防衛

局長に対し、前項の連絡に当たり、これを円滑かつ効



果的に実施するために必要な事項について協力を求め

ることができる。

３ 前項の規定により協力を求められた地方防衛局長は、

積極的に協力しなければならない。

第４章 部隊等の派遣及び撤収

（部隊等の派遣）

第１０条 原子力災害派遣実施部隊の長は、防衛大臣の

命令により部隊等を派遣するものとする。

（部隊等の撤収）

第１１条 原子力災害派遣実施部隊の長は、防衛大臣の

命令により部隊等を撤収するものとする。

第５章 原子力災害派遣時の措置及び権限

（都道府県知事等との調整）

第１２条 原子力災害派遣実施部隊の長は、支援活動の

適切かつ効率的な実施を期するため、都道府県知事そ

の他関係機関と緊密に連絡調整するものとする。

２ 原子力災害派遣実施部隊の長は、関係ある地方防衛

局長に対し、前項の連絡調整に当たり、これを円滑か



つ効果的に実施するために必要な事項について協力を

求めることができる。

３ 前項の規定により協力を求められた地方防衛局長は、

積極的に協力しなければならない。

（火器等の携行）

第１３条 派遣部隊等は、支援活動に特に必要があるた

め防衛大臣が別に命じる場合を除き、火器及び弾薬（

艦艇、航空機等に装備されたものを除く。）を携行し

ないものとする。

（原子力災害派遣時の権限）

第１４条 自衛隊の災害派遣に関する訓令第１９条の規

定は、原子力災害派遣時における派遣部隊等の自衛官

の職務の執行について準用する。この場合において、

同条第１項第３号から第６号までの規定中「災害対策

基本法」とあるのは「原子力災害対策特別措置法第２

８条第２項の規定により読み替えて適用される災害対

策基本法」と、同条第２項中「災害派遣命令者」とあ

るのは「原子力災害派遣実施部隊の長」と読み替える



ものとする。

第６章 報告

（原子力災害派遣中の報告）

第１５条 原子力災害派遣実施部隊の長は、必要に応じ、

原子力災害の状況、部隊等の活動状況等を順序を経て

防衛大臣に報告しなければならない。

（撤収後の報告）

第１６条 原子力災害派遣実施部隊の長は、部隊等を撤

収したときは、速やかに順序を経て次に掲げる事項の

うち必要な事項について防衛大臣に報告しなければな

らない。

⑴ 原子力災害の一般状況

⑵ 派遣部隊等の人員、装備等及び活動状況

⑶ 隊員の死傷、疾病及び被ばく等

⑷ 派遣に要した経費

⑸ 装備品等の消費、亡失、き損等の数量

⑹ 表彰又は懲戒を行うべき事案

⑺ 将来改善を要する事項及び所見



⑻ その他参考となる事項

第７章 雑則

（委任）

第１７条 この訓令の実施に関し必要な事項は、統合幕

僚長が定める。

附 則

この訓令は、平成１２年６月１６日から施行する。

附 則

この訓令は、平成１８年３月２７日から施行する。

附 則

この訓令は、平成１９年１月９日から施行する。

附 則

この訓令は、平成１９年３月２８日から施行する。

附 則

この訓令は、平成１９年９月１日から施行する。

附 則

この訓令は、平成２２年３月２６日から施行する。



附 則

この訓令は、平成３０年３月２７日から施行する。


